7月～宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　　　中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。消費税増税への怒りをぜひ署名にお寄せ下さい。
●最初にみなさん、安倍・自公政権は、7月16日、多くの国民の猛反対に耳を貸さず、「安全法制関連法案」の衆議院本会議での採決を強行しました。私たちはこの暴挙に満身の怒りを込めて抗議し、参議院での徹底審議と廃案を求めて全力をあげることを表明します。主権者をないがしろにし、民主主義を二重三重にじゅうりんする安倍政権はもはや政権を担う資格はありません。即刻退陣を求めて声を上げましょう。
●安倍内閣は、真っ先にやるべき切実な暮らしの心配や地域経済・景気対策はそっちのけで、暴走の限りを尽くしています。日本が海外で戦争するための「戦争立法」は、世界中どこへでも、どんな時でも、どんな戦争でも、自衛隊が出かけてアメリカの戦争に参加するという法律をつくるというのです。殆どの憲法学者や法律家はこの法律自体が憲法違反・違憲だと断罪しています。そして、安全法制は、自衛隊などの関係者だけの問題ではなく、輸送や医療にかかわる中小業者をはじめ、私たち国民に大きくかかわってくる重大問題です。
●実は、戦争立法の問題は、消費税増税との関係でも見過ごせない問題をはらんでいます。安倍首相は、4月末にアメリカを訪問した際、ワシントン市内での安保関連のシンポで、「私の外交、安保政策はアベノミクスと表裏一体だ」と発言しています。そして、「デフレから脱却し、経済を成長させれば社会保障の財政基盤が強くなり、防衛費をしっかり増やしていくことができる。強い経済は安保体制の立て直しに不可欠」と説明しています。この発言を、国の予算に照らし合わせるとどうでしょう。社会保障はどんどん削り、増えているのは軍事費だけです。この発言を見ても、消費税が戦争する国づくりの財源となっていることがあきらかです。

●「消費税は嫌だけど、国の財政が大変だから」「福祉のために仕方ない」という善意の声を良く聞きます。実際は、消費税は社会保障にも、財政再建にも使われていません。消費税は、軍事費や下げられた法人税分の穴埋めにされているのが実態です。増税による悪魔のサイクルをキッパリ断ち切り、人間らしく暮らせる社会をご一緒に作りましょう。
●消費税は実は、歴史的には戦争の費用を調達するために作られた税の制度です。安倍政権の戦争する国づくりを財政的に支えるのが消費税増税路線です。政府・与党は、消費税増税はもちろん、原発再稼働でも、ほかの問題でも、私たちの願いと反対の方向へ暴走しています。戦争立法案を阻止すれば、必ず安倍政権は倒れ、結果的に消費税増税や原発再稼働など、国民をいじめる他の問題も方向転換を迫られるでしょう。くらしまもれ、地域経済まもれ。消費税増税も、戦争する国づくりも反対！と声を上げましょう。ぜひ国会請願署名にご協力ください。
